様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

[bookmark: _GoBack]申請年月日　2024年　1月　19日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　とらんすこすもす　　　　　
一般事業主の氏名又は名称　トランス・コスモス株式会社
（ふりがな）　かみや　たけし　　　　　　
（法人の場合）代表者の氏名　神谷　健志　　　　　　印　
住所　　〒150-0011　東京都渋谷区東１丁目２番２０号

法人番号　3011001041302
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	１．コーポレートビジョン
２．統合報告書2023


	公表日
	１．2017年1月1日
２．2023年9月29日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	１．当社ホームページ：コーポレートビジョン
https://www.trans-cosmos.co.jp/company/information/vision.html
２．当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
P28　トランスコスモスのDXビジネス


	記載内容抜粋
	（公表１）
・事業の原点“people&technology”
トランスコスモスは創業以来、優れた「人」と最新の「技術」を融合することで付加価値の高いサービスを提供してきました。トランスコスモスの事業の原点は、人と技術を「仕組み」で融合することで、価値の高いサービスの提供を実現することです。「people」はきめ細やかな対応ができる専門性の高い人材を、「technology」はお客様に価値を提供できる全世界の最先端な技術を意味します。「人と技術」を組み合わせて最も適したビジネスプロセスを作り出すというこの創業の原点を、今も将来も磨き続けていきます。

・中期的な目指す姿として掲げている“Global Digital Transformation Partner”
デジタル技術の進展に伴い、企業と消費者との接点が多様化し、消費者の影響力が強くなっています。また最先端のデジタル技術を軸にした新しいプレイヤーが出現し、業界の垣根が曖昧になっています。トランスコスモスは、このような事業環境の変化に対応し、お客様企業の変革を支援するため、デジタル技術を活用した新しいサービスを提供してまいります。
一つは、多様化する企業と消費者の接点を、マーケティング、セールス、サポートの境目を無くすことで、顧客体験の向上を支援するサービスです。長年培った消費者とのコミュニケーションのノウハウとデジタル技術、グローバルなサービスネットワークを融合し、顧客ロイヤルティの向上や売上・利益の拡大を共に推し進めていける唯一無二のパートナーとして認めていただけるよう、切磋琢磨してまいります。もう一つは、市場や消費者のデジタル化に対応するように、お客様企業内の業務プロセスのデジタル化を支援するサービスです。デジタル技術による自動化や、デジタル・プラットフォームの活用により、シンプルなビジネスプロセスをお客様企業と共創し、その運用を支援してまいります。

（公表２）
・トランスコスモスのDXビジネス
トランスコスモスが考えるDXとは、当社のDXソリューションによってお客様企業の業務を変革していくことです。デジタルツールの選び方やプラットフォーム化のノウハウこそトランスコスモスの価値であり、お客様企業それぞれのDXの目的に合わせ、各プロセスの仕分け、分析、業務の集約や統合など、全体的かつきめ細かな業務プロセスを構築しています。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	コーポレートビジョンは、取締役会にて承認されています。統合報告書は、取締役会で承認を受けた内容をもとに作成し、取締役会で内容を報告しています。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	１．統合報告書2023
２．2024年3月期 第2四半期 決算補足説明資料


	公表日
	１．2023年9月29日
２．2023年10月31日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	１．当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
①P40～41　トランスコスモスの成長戦略：中期経営計画を達成するための5つの戦略
②P10～11　トランスコスモスの事業拠点
③P36～37　トランスコスモスのDXビジネス：多様なグループ企業との連携
④P50～51　高い専門性を持つプロフェッショナル人材の育成

２．当社ホームページ：2024年3月期 第2四半期 決算補足説明資料
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2024/pre231031.pdf
⑤P34　生成AIの活用体制を整備


	記載内容抜粋
	（公表①）
中期経営計画2023-2025の達成に向け、5つの戦略を策定して推進しています。事業モデルのプラットフォーム化やサービス標準化とともに、グローバル市場での成長を果たすための体制強化や人材育成、次世代サービス開発、グループ経営基盤整備に取り組んでいきます。

・事業モデルのプラットフォーム化
CXサービス領域では、独自のプラットフォーム「TCI-DX for Support」を展開しています。VOC（Voice of Customer）や行動履歴のデータを起点とし、カスタマーケア領域の全体最適化、コスト削減、ユーザビリティの向上を実現します。
BPOサービス領域では、ヘルプデスクやコーポレート業務、システム開発など多様なドメインで「people&technology」の融合によるDigital BPOサービスを展開し、お客様企業のバックオフィスのDXを支援しています。
人やテクノロジー単体の価値を提供するのではなく、「人・業務・システム」をワンストップ提供することでサービスとしての価値を提供する「as-a-service化」に向けて取り組んでいきます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	統合報告書および決算補足説明資料は、取締役会で承認を受けた内容をもとに作成し、取締役会で内容を報告しています。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	１．当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
②P10～11　トランスコスモスの事業拠点
③P36～37　トランスコスモスのDXビジネス：多様なグループ企業との連携
④P50～51　高い専門性を持つプロフェッショナル人材の育成


	記載内容抜粋
	（公表②）
・世界28の国と地域・172拠点(海外101拠点・国内71拠点)でお客様企業のDXを支援
トランスコスモスは、アジア68拠点、欧州等19拠点、北南米14拠点、2万5,000人超のグローバル体制のもと、お客様企業のDXを支援しています。CXサービス、BPOサービスともに、「プロフェッショナル」かつ「多言語展開」が当社の強みであり、アジア圧倒的No.1、グローバルCX／BPO ベンダーTop5を目指しています。

（公表③）
・多様なグループ企業との連携
デジタル技術を活用した既存ビジネスの深化とイノベーションの創出に向けて、多彩なグループ企業と緊密な連携をとっています。各グループ企業はそれぞれの領域で高い専門性と技術力を発揮し、お客様企業のDX推進と課題解決を支援しています。

（公表④）
・DX（デジタルスキル強化）人材の育成
企業のDXの動きが加速する中、より重要性が高まるDX人材の輩出に向け、2018年より始めた新卒社員向け・既存社員向けのデジタル教育研修プログラムを運用しています。新卒社員向けには、従来の新卒研修制度にデジタルスキル強化研修を導入し、既存社員向けには顧客における課題解決の提案や自社サービス開発等の事業拡大、競争力向上に向け、経産省デジタルスキル標準に則ったDXリテラシーの習得、DX・IT・AI領域の基礎知識習得に関する研修プログラムを用意しています。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	１．当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
①P40～41　トランスコスモスの成長戦略：中期経営計画を達成するための5つの戦略

２．当社ホームページ：2024年3月期 第2四半期 決算補足説明資料
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2024/pre231031.pdf
⑤P34　生成AIの活用体制を整備


	記載内容抜粋
	（公表①）
・グローバルネットワークを最大活用した新規事業開発・R&D推進
お客様企業の潜在的なニーズに応えるため、メタバースや生成AIをはじめとした最新かつ高度なデジタル技術を活用した次世代サービスの開発に取り組んでいます。グループ会社が持つ高い技術力や専門性、シリコンバレー拠点を中心としたグローバルネットワークを活かし、付加価値の高いサービスモデルや新規事業の創出を絶えず模索していきます。

（公表⑤）
・生成AIの活用体制を整備
生成AIを当社やお客様企業のビジネス効率を飛躍的に向上させる技術と位置づけ、積極的な導入に向けた取り組みを進めています。




(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書2023

	公表日
	2023年9月29日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
①P14～15　共同社長メッセージ
②P14　TCI-DX for Support 導入状況


	記載内容抜粋
	（公表①）
・TCI-DX for Supportなど独自のサービスが進展、2026年3月期には売上高4,500億円以上を目指す
TCI-DX for Supportは、当社の競争優位性を発揮できるユニークなビジネスモデルです（特許7319478号）。当社CXサービスが提供する一連のサービスであるWeb／アプリ、ハイブリッドチャット、コンタクトセンター、ソーシャルまでを顧客の声（VOC）で最適化してユーザビリティの向上とお客様企業コストの削減を同時に実現しています。例えば、コンタクトセンターサービスを利用いただいているお客様企業にチャットやWebなどのサービスを追加導入いただくことで、既存のお客様企業のサポート範囲を拡げています。すでに、Web／アプリ＋ハイブリッドチャット（有人チャットとAIボットの組み合わせで行うチャット）＋コールセンターまでを有機的に連携しているお客様企業は50社を超えました。今後はソーシャルのVOC連動までのフルサービスをご提供するお客様企業を2024年度中に100社にすることを目指します。TCI-DX for Supportは、スマートフォンの普及で大きく変化した顧客接点のCX課題を飛躍的に解決する独自のデジタルプラットフォームで、競合他社には模倣困難なモデルでもあり、当社の強みとして、トランスコスモスの成長を加速させていきます。デジタルBPOやグローバルの新たな取り組みも推進して、2026年3月期には売上高4,500億円以上、営業利益率6～8%の達成を目指します。

（公表②）
・TCI-DX for Support 導入状況（2023年3月現在）
事業モデルのプラットフォーム化の取り組みのひとつとしては、TCI-DX for Support（VOCや行動履歴のデータを起点とし、カスタマーケア領域の全体最適化、コスト削減、ユーザビリティの向上を実現するプラットフォームモデル）の導入状況を指標としています。




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年9月29日

	発信方法
	当社ホームページ：統合報告書2023
https://www.trans-cosmos.co.jp/ir/library/pdf/2023/inte20230929.pdf
①P2　会長メッセージ
②P16　共同社長メッセージ


	発信内容
	①統合報告書2023：P2　会長メッセージ
・お客様企業のビジネスプロセス全体を最適化するワンストップのDXサービスを提供
トランスコスモスは目指す姿に「Global Digital Transformation Partner」を掲げています。28の国と地域、多種多様な業種の約3,500社のお客様企業と取引をしており、世界中のお客様企業のDX（デジタルトランスフォーメーション）について共に考え、変革をもたらすパートナーとなるべく進化を続けています。
お客様企業のDX課題やニーズは常に変化しています。近年では「一定期間、DXに取り組んできたが、部分的・段階的なデジタル化では期待したような効果が得られない」「業務の一部をデジタル化したが、プロセスが分断されただけ」といった課題に直面しているお客様企業の声が多く聞かれるようになりました。こうしたお客様企業に対して、トランスコスモスは「ワンストップ」という価値をお届けできます。マーケティングからカスタマーケアまで一気通貫でデジタルソリューションを導入することで全体最適のDXを提供し、お客様企業の価値向上に貢献します。フロントオフィスとバックオフィスすべてを網羅する16ものビジネスドメインは、コンタクトセンター業務専業やWebサイト制作専業の企業にはない、当社だけの強みです。
また、真にDXを成すためには、デジタルツールを導入して終わりではなく、変化に合わせ常にアップデートし続けなければなりません。柔軟かつ継続的な改善をお客様企業にもたらすのが、当社の優れた人材と最新の技術を融合した「people&technology」です。

②統合報告書2023：P16　共同社長メッセージ
・サステナブルな社会の実現に貢献し、100年企業、1兆円企業を目指す
新中期経営計画を通じて、お客様企業の本当の意味での「Global Digital Transformation Partner」となることを目標に掲げており、その副題として、「サステナブルな社会の実現に貢献する」と謳っています。当社は、お客様企業にDXを提供すること、そして最も重要な経営資本である約7万人の社員の働き方をDXで変えていくこと、この2つに対して責任があるという考えが基本になっています。さらには、DXによって社会のよりよい変化に貢献することを通じて、投資家や株主、お客様企業、社員といった幅広いステークホルダーに貢献していきたいという思いを込めました。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月頃　～　2023年12月頃

	実施内容
	DX推進指標の自己診断により、課題を把握しています。
（DX推進指標自己診断結果を記入したものを添付書類として提出）




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	通年

	実施内容
	当社では戦略的にセキュリティ対策を行う事を目的として、アメリカ国立標準技術研究所（NIST）のサイバーセキュリティフレームワーク（CSF）を参考に、独自でサイバーセキュリティ基準（以下、セキュリティ基準）を設定しています。このセキュリティ基準は当社が提供するシステムに応じたセキュリティ水準がそれぞれ設定され、各システムを診断・評価することでセキュリティ基準への適合状況を確認し、セキュリティ対策の追加や是正を行います。セキュリティ基準は定期的に見直され、高度化していくサイバー攻撃に対応していきます。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

